
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

 

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年８月９日

【四半期会計期間】 第57期第１四半期(自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日)

【会社名】 株式会社バロー

【英訳名】 VALOR CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　田代　正美

【本店の所在の場所】 岐阜県恵那市大井町180番地の１

同所は登記上の本店所在地で実際の業務は下記で行っております。

【電話番号】 ─

【事務連絡者氏名】 ─

【最寄りの連絡場所】 岐阜県多治見市大針町661番地の１

【電話番号】 (0572)20-0860(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役財務本部長兼財務部長　志津　幸彦

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社名古屋証券取引所

 (名古屋市中区栄三丁目８番20号)

　 　

　

EDINET提出書類

株式会社バロー(E03207)

四半期報告書

 1/23



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第56期
第１四半期
連結累計期間

第57期
第１四半期
連結累計期間

第56期

会計期間
自  平成24年４月１日

至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日

至  平成25年６月30日

自  平成24年４月１日

至  平成25年３月31日

営業収益 （百万円） 106,295 110,874 431,218

経常利益 （百万円） 4,433 3,816 16,844

四半期(当期)純利益 （百万円） 2,326 2,235 8,184

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,177 2,240 8,351

純資産額 （百万円） 69,973 76,942 75,466

総資産額 （百万円） 204,203 222,727 213,629

１株当たり四半期(当期)
純利益

（円） 45.47 43.42 159.56

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

（円） 45.24 43.37 －

自己資本比率 （％） 33.9 34.3 35.1

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） 7,437 7,938 21,139

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △3,963 △3,828 △20,961

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △299 △1,489 2,914

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

（百万円） 15,868 18,376 15,764

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２  第56期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

３  営業収益は、売上高と営業収入の合計です。なお、営業収益には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれる事業の内容に重要な変

更はありません。

また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成25年５月10日開催の取締役会において、平成25年10月１日を効力発生日（予定）として、

当社100％出資連結子会社である株式会社ユースを吸収合併することを決議し、同日付で吸収合併契約の

締結をいたしました。

吸収合併の概要は以下の通りであります。

１．合併の目的

現在、福井県、石川県、滋賀県内に31店舗のスーパーマーケットを展開する株式会社ユースは、平成

17年４月に当社の100％出資子会社となりました。同社を吸収合併することにより、当社スーパーマー

ケット事業における競争力の強化と北陸地区における出店スピードの向上、また効率的なインフラの

利用や管理体制の構築など、グループ経営の強化を図ります。

２．合併の日程

合併決議取締役会　　　　　平成25年５月10日

合併契約締結日　　　　　　平成25年５月10日

合併予定日（効力発生日）　平成25年10月１日（予定）

＊本合併は、当社においては会社法第796 条第３項に規定する簡易合併であり、株式会社ユースに

おいては会社法第784 条第１項に規定する略式合併であるため、いずれも株主総会の承認を得る

ことなく合併いたします。

３．合併方式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ユースは解散いたします。

４．合併に係る割当の内容

当社は、株式会社ユースの発行済株式を100％所有しており、合併による新株式の発行及び資本金の

増加並びに合併交付金の支払はありません。

５．引継資産・負債の状況

当社は効力発生日をもって、株式会社ユースの一切の資産、負債及び権利義務を継承いたします。

６．合併後の状況

本合併による当社の商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金及び決算期の変更はありません。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

(1)　業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の景気対策への期待や株式市場の好況を背景に

景気回復の兆しはあるものの、円安による輸入価格の上昇や海外経済の減速・停滞などから、景気の先行き

は依然として不透明な状況が続いております。

小売業界におきましては、雇用情勢の改善が見られないことによる個人所得の伸び悩みや業態を超えた

価格競争の激化等により厳しい経営環境が続いております。

このような状況の中、当社グループでは積極出店による事業規模の拡大を図ると共に、より高品質・低価

格を目指した独自商品の開発と、従業員教育の充実によるサービスレベルの向上等により、店舗における営

業力の強化を進めてまいりました。グループ全体の店舗数は、当第１四半期末現在で580店舗となりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の営業収益は前年同四半期比4.3％増の1,108億74百万円となりま

した。また、営業利益は前年同四半期比12.4％減の36億70百万円に、経常利益は前年同四半期比13.9％減の

38億16百万円に、四半期純利益は前年同四半期比3.9％減の22億35百万円になり、それぞれ減益となりまし

た。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

＜スーパーマーケット(ＳＭ)事業＞

ＳＭ事業の営業収益は763億91百万円（前年同四半期比2.1％増）、営業利益は23億8百万円（前年同四半

期比25.1％減）となりました。

基幹事業であるＳＭ事業につきましては、引き続き業容拡大と営業力強化の両面に注力いたしました。店

舗につきましては、ＳＭバロー５店舗を出店し、当第１四半期末現在のＳＭ店舗数はグループ合計で243店

舗となりました。

商品政策では、ご好評をいただいている自主企画商品（ＰＢ商品）の開発を一層強化し、より高い価値を

より安い価格でご提供するよう努めました。

当第１四半期におけるＳＭバロー既存店の売上高は、前年同四半期比で5.7％減少いたしましたが、昨年

下期から本年にかけて開店した店舗の寄与により、事業全体では増収を確保いたしました。

＜ホームセンター(ＨＣ)事業＞

ＨＣ事業の営業収益は115億43百万円（前年同四半期比4.6％増）、営業利益は7億66百万円（前年同四半

期比10.8％増）となりました。

同事業につきましては、専門性の強化や品揃えの充実等により、既存店の売上高は前年同四半期比で

0.3％減と前年レベルを維持いたしました。また４月には、稲沢平和店内に近隣農家からの直売等を行う

「Ⅴファーマーズ」を開設し、青果等の販売とともに農家との連携の強化を推進しております。

出店及び退店はなく、当第１四半期末現在の店舗数は35店舗であります。

＜ドラッグストア事業＞

ドラッグストア事業の営業収益は176億34百万円（前年同四半期比16.0％増）、営業利益は3億31百万円

（前年同四半期比83.0％増）となりました。

店舗につきましては、14店舗の出店と１店舗の閉鎖により、当第１四半期末現在の店舗数は227店舗とな

りました。低価格戦略を推進する販売促進企画や商品管理の精度向上などにより、既存店の売上高は前年同

四半期比で6.3%増加いたしました。
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＜スポーツクラブ事業＞

スポーツクラブ事業の営業収益は22億1百万円（前年同四半期比0.5％増）、営業利益は57百万円（前年

同四半期比17.8％減）となりました。

店舗につきましては、４月に京都市に「ファーストフィットネスクラブ京都」を出店し、、当第１四半期

末現在の店舗数は53店舗となりました。

＜流通関連事業＞

流通関連事業の営業収益は17億82百万円（前年同四半期比6.7％増）、営業利益は9億40百万円（前年同

四半期比7.7％増）となりました。

流通事業に関連するその他のグループ企業では、流通事業の規模拡大に的確に対応するためのインフラ

整備や、サービスレベルの維持向上を図ってまいりました。

＜その他の事業＞

その他の事業の営業収益は13億20百万円（前年同四半期比2.4％減）、営業利益は1億3百万円（前年同四

半期比0.1％減）となりました。

その他の事業につきましては、ペットショップ事業、衣料品等の販売業及び保険代理店等であります。

　

(2)　財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ90億98百万円増加し、2,227億

27百万円となりました。これは主に現金及び預金25億53百万円、棚卸資産14億60百万円及び有形固定資産52

億52百万円の増加によるものであります。

負債は、前連結会計年度末に比べ76億22百万円増加し、1,457億85百万円となりました。これは主に、未払

法人税等14億54百万円の減少があったものの、買掛金26億28百万円、賞与引当金13億71百万円及び設備支払

手形29億92百万円の増加によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ14億76百万円増加し、769億42百万円となり、自己資本比率は34.3％と

なりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ26億12百

万円増加し、183億76百万円（前年同四半期比15.8％増）となりました。これはフリーキャッシュ・フロー

(営業活動によるキャッシュ・フローから投資活動によるキャッシュ・フローを差し引いたもの)が41億10

百万円の収入となったこと及び財務活動によるキャッシュ・フローが14億89百万円の支出となったことに

よるものであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は、前年同四半期に比べ5億1百万円増加し79億38百万円（前年同四半期比

6.7％増）となりました。これは主に、たな卸資産の増加14億58百万円及び法人税等の支払が34億19百万円

の支出があったものの、税金等調整前四半期純利益が37億93百万円、減価償却費24億72百万円の計上及び仕

入債務の増加額26億27百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、前年同四半期に比べ1億35百万円減少し38億28百万円（前年同四半期比

3.4％減）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出34億69百万円及び差入保証金の差入

による支出４億84百万円の支出によるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、前年同四半期に比べ11億90百万円増加し14億89百万円（前年同四半期

比398.3％増）となりました。これは主に、長期借入金による収入が27億円あったものの、長期借入金の返済

32億９百万円及び配当金の支払７億32百万円によるものであります。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処するべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容

は次のとおりであります。

会社の支配に関する基本方針

Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要

上場会社である当社の株券等については、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められているた

め、当社取締役会は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主全体の

意思により決定されるべきであり、当社株券等に対する大量買付行為に応じて当社株券等を売却するか

否かの判断も、最終的には当該株券等を保有する株主の皆様の自由な意思によるべきものと考えます。

しかしながら、近年のわが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的

に大量買付提案又はこれに類する行為を強行する動きも見受けられます。こうした大量買付行為の中に

は、対象会社の企業価値の向上及び株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の幅広いノウハウと豊富な経

験、並びに顧客・取引先及び従業員等のステークホルダーとの間に築かれた関係等を十分に理解し、当社

の企業価値及び株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。

したがいまして、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大量買付提案又

はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適切ではない

と考えております。

Ⅱ．基本方針の実現に資する特別な取組みの内容の概要

（１）企業価値の源泉

当社は創業時より企業理念を綱領として定めており、その全文は以下のとおりです。

「綱領

バローグループの全社員は実業人としての自覚を持ち、地域社会の繁栄と社会文化の向上に寄与せん

ことを期す。このために一人一人は「誠」をモットーとして業務に当たり、創造、先取り、挑戦の姿勢

で目標を高く掲げ、強い団結の下に英知と努力をもって徹底的に力闘するものなり。」

この企業理念は創業者から現在の全ての役職員に受け継がれ、当社企業経営の礎となっております。

当社は、経営戦略とは「勝ち続ける仕組みづくり」であると位置づけ、社会情勢、経済情勢、自社の状況

等に最も相応しい戦略で経営を行っております。創業以来50余年、一貫して増収を続けており、永年に

亘って増益基調の業績で推移しているのもこの企業理念の実現を目指した経営戦略の成果であると認

識しております。したがって当社企業集団の企業価値の源泉はこの企業理念であると言えます。

（２）企業価値向上に資する取組み
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上記の企業理念に基づき、当社は、①新規出店による企業規模拡大、②「製造小売業」への取組み、③

「現場力強化」、の３点に注力し一層の企業価値向上を図っております。

中でも新規出店による企業規模拡大を最も重要な戦略として位置づけ、規模拡大のもたらす様々なマ

スメリットを追求するため、平成22年以降の５年間で80店舗の直営店の新設計画を推進しております。

その一方で、生産者や製造者、中間業者の機能を取り込む「製造小売業」への取組み強化による収益性

の一層の向上、更には規模拡大や収益性向上を支えている営業店舗の接客力、販売力といった「現場

力」の強化にも取り組んでおります。この「規模拡大」、「製造小売業」、「現場力強化」という３つの

歯車をバランスよく巧みに組み合わせることにより、一層の企業価値を創造してまいります。

（３）コーポレート・ガバナンスの取組み

当社のコーポレート・ガバナンスは、①的確で迅速な意思決定、②充実した経営監視体制、③経営の透

明性、の３点を基本としております。

企業理念を熟知した取締役で構成される取締役会による迅速な意思決定に対して、社外監査役３名

（いずれも独立役員）を含む監査役５名により監視するとともに、社長直下に専任者のみによる内部監

査室を設け内部統制状況の監視を行う体制を整備しており、いずれも適切に機能しております。更に経

営の透明性を図るため、広報IR専任者を置き社内情報の適切な開示を行なっております。

Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組みの内容の概要

当社は、当社株券等に対する大量買付けがなされた際に、当該大量買付けに応じるべきか否かを株主の

皆様が判断し、また当社取締役会が株主の皆様のために代替案を提示し、大量買付者と交渉を行うこと等

を可能とするために必要な情報や時間を確保することが必要と考えております。

当社は、上記の理由により、平成23年６月24日開催の第54期定時株主総会において、「当社株式の大量

買付行為への対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）への更新について、株主の皆様

のご承認を得ました。なお、当社は、平成20年６月26日開催の当社第51期定時株主総会における株主の皆

様のご承認を得て、有効期間を平成23年３月期に関する定時株主総会の終結の時までとする「当社株式

の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」（以下「旧プラン」といいます。）を導入しており

（なお、平成21年５月13日付で株券電子化に伴う一部修正を行っております。）、本プランは、旧プランの

有効期間の満了に伴い、所要の修正を加えたうえで更新されたものであります。

本プランは、大量買付者に対し、本プランの遵守を求めるとともに、大量買付者が本プランを遵守しな

い場合、並びに大量買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく害するものであると判断さ

れる場合の対抗措置を定めており、その概要は以下のとおりです（なお、本プランの詳細につきまして

は、当社のホームページ（http://www.valor.co.jp/）で公表している平成23年５月10日付プレスリリー

ス「会社の支配に関する基本方針の改定及び当社株式の大量買付行為への対応策（買収防衛策）の更新

に関するお知らせ」をご参照ください。）。

（１）本プランに係る手続の設定

本プランは、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、大量買付者

による当社株券等に対する20％以上の買付け等が行われる場合に、当該大量買付者に対し、事前に当該

大量買付行為に関する情報の提供を求め、当社が、当該大量買付行為についての情報収集・検討等を行

う期間を確保した上で、株主の皆様に当社取締役会の代替案等を提示したり、当該大量買付者との交渉

等を行ったりするための手続を定めています。
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（２）大量買付行為に対する対抗措置

大量買付者が本プランにおいて定められた手続に従うことなく大量買付行為がなされる場合や、かか

る手続に従った場合であっても当該大量買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく害す

るものであると判断される場合には、当社は、かかる大量買付行為に対する対抗措置として、原則として

新株予約権を株主の皆様に無償で割り当てるものです。

本プランに従って割り当てられる新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）には、①大量買

付者及びその関係者による行使を禁止する行使条件や、②当社が本新株予約権の取得と引換えに大量買

付者及びその関係者以外の株主の皆様に当社株式を交付する取得条項等を付すことが予定されており

ます。

本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項により、当該大量買付者及

びその関係者の有する議決権の当社の総議決権に占める割合は、大幅に希釈化される可能性がありま

す。

（３）独立委員会の設置

本プランに定めるルールに従って一連の手続が進行されたか否か及び本プランに定めるルールが遵

守された場合に当社の企業価値及び株主共同の利益を確保し又は向上させるために必要かつ相当と考

えられる一定の対抗措置を講じるか否かについては、当社取締役会が最終的な判断を行いますが、その

判断の合理性及び公正性を担保するために、当社は、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会

を設置します。独立委員会は３名以上５名以下の委員により構成され、公正で中立的な判断を可能とす

るため、委員は、社外取締役、社外監査役、弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業務に精通

している者及び他社の取締役、監査役、執行役又は執行役員として経験のある社外者等の中から当社取

締役会が選任するものとします。

（４）情報開示

当社は、本プランに基づく手続を進めるにあたって、大量買付者が出現した事実、大量買付者から十分

な情報が提供された事実、取締役会の判断の概要、独立委員会の判断の概要、対抗措置の発動又は不発動

の決定の概要、対抗措置の発動に関する事項その他の事項について、株主の皆様に対し、適時適切に開示

いたします。

Ⅳ．本プランの合理性（本プランが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役

員の地位の維持を目的とするものではないこと及びその理由）

本プランは、以下の理由により、上記Ⅰの基本方針の実現に沿うものであり、当社株主の共同の利益を

損なうものではなく、また当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。

１．買収防衛策に関する指針（経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主

共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」）の要件等を完全に充足しているこ

と

２．企業価値及び株主共同の利益の確保又は向上を目的として更新されていること

３．株主意思を重視するものであること

４．独立性の高い社外者（独立委員会）の判断の重視

５．対抗措置発動に係る合理的な客観的要件の設定

６．独立した地位にある第三者専門家の助言の取得

７．デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 112,800,000

計 112,800,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成25年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 52,661,699 52,661,699

東京証券取引所
市場第一部
名古屋証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株で
あります。

計 52,661,699 52,661,699－ －

(注)　提出日現在の発行数には、平成25年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成25年６月30日 ─ 52,661 ─ 11,916 ─ 12,676
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成25年３月31日の株主名簿により記載しております。

①　【発行済株式】

平成25年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,172,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 51,418,100 514,181 －

単元未満株式 普通株式 71,099 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 　 52,661,699 － －

総株主の議決権 － 514,181 －

　

②　【自己株式等】

平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 岐阜県恵那市
1,172,500 － 1,172,500 2.22

株式会社バロー 大井町180番地の1

計 ― 1,172,500 － 1,172,500 2.22

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号　以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成し

ております。

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１

日から平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,873 18,426

受取手形及び売掛金 ※2
 5,036

※2
 4,953

商品及び製品 21,943 23,402

原材料及び貯蔵品 340 341

その他 8,515 7,983

貸倒引当金 △10 △20

流動資産合計 51,699 55,086

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 72,766 74,439

土地 35,402 35,521

その他（純額） 13,395 16,854

有形固定資産合計 121,564 126,816

無形固定資産

のれん 546 504

その他 5,915 6,017

無形固定資産合計 6,462 6,522

投資その他の資産

差入保証金 23,910 24,123

その他 10,503 10,736

貸倒引当金 △510 △558

投資その他の資産合計 33,903 34,302

固定資産合計 161,930 167,641

資産合計 213,629 222,727
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 28,977 31,606

短期借入金 30,627 29,222

未払法人税等 3,391 1,936

賞与引当金 2,006 3,378

引当金 591 492

資産除去債務 － 5

その他 13,408 ※2
 18,233

流動負債合計 79,003 84,873

固定負債

社債 7,127 7,085

長期借入金 32,671 33,567

退職給付引当金 2,490 2,540

引当金 ※1
 1,559

※1
 1,511

負ののれん 83 72

資産除去債務 3,851 3,961

その他 ※1
 11,374

※1
 12,173

固定負債合計 59,159 60,911

負債合計 138,163 145,785

純資産の部

株主資本

資本金 11,916 11,916

資本剰余金 12,676 12,676

利益剰余金 51,543 53,007

自己株式 △1,500 △1,500

株主資本合計 74,636 76,100

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 166 130

為替換算調整勘定 84 115

その他の包括利益累計額合計 251 246

新株予約権 46 53

少数株主持分 532 542

純資産合計 75,466 76,942

負債純資産合計 213,629 222,727
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

売上高 102,479 106,736

売上原価 77,909 81,276

売上総利益 24,569 25,459

営業収入 3,816 4,137

営業総利益 28,385 29,597

販売費及び一般管理費 24,196 25,926

営業利益 4,189 3,670

営業外収益

受取利息 36 38

受取配当金 15 16

持分法による投資利益 3 －

受取事務手数料 175 188

受取賃貸料 214 222

負ののれん償却額 13 10

その他 221 215

営業外収益合計 679 691

営業外費用

支払利息 128 181

持分法による投資損失 － 16

不動産賃貸原価 288 323

その他 18 24

営業外費用合計 435 545

経常利益 4,433 3,816

特別利益

固定資産売却益 2 2

違約金収入 4 3

資産除去債務戻入益 2 －

債務保証損失引当金戻入額 － 67

その他 0 1

特別利益合計 10 74

特別損失

固定資産売却損 35 －

固定資産除却損 16 9

減損損失 131 28

債務保証損失引当金繰入額 66 －

貸倒引当金繰入額 9 53

その他 52 6

特別損失合計 312 98

税金等調整前四半期純利益 4,131 3,793

法人税、住民税及び事業税 2,093 2,064

法人税等調整額 △283 △515

法人税等合計 1,809 1,549

少数株主損益調整前四半期純利益 2,321 2,243

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4 7

四半期純利益 2,326 2,235
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,321 2,243

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △88 △35

為替換算調整勘定 △56 32

持分法適用会社に対する持分相当額 0 0

その他の包括利益合計 △144 △2

四半期包括利益 2,177 2,240

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,201 2,230

少数株主に係る四半期包括利益 △24 9
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,131 3,793

減価償却費 2,284 2,472

減損損失 131 28

のれん償却額 101 31

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5 58

退職給付引当金の増減額（△は減少） 62 49

受取利息及び受取配当金 △51 △55

支払利息 128 181

持分法による投資損益（△は益） 24 16

固定資産除却損 16 8

売上債権の増減額（△は増加） △74 86

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,596 △1,458

仕入債務の増減額（△は減少） 1,944 2,627

その他 4,223 3,651

小計 11,330 11,490

利息及び配当金の受取額 16 22

利息の支払額 △105 △155

法人税等の支払額 △3,804 △3,419

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,437 7,938

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,985 △3,469

無形固定資産の取得による支出 △86 △188

差入保証金の差入による支出 △608 △484

差入保証金の回収による収入 264 265

預り保証金の受入による収入 52 150

預り保証金の返還による支出 △109 △73

その他 △490 △28

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,963 △3,828

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,588 －

長期借入れによる収入 1,000 2,700

長期借入金の返済による支出 △2,021 △3,209

社債の償還による支出 △42 △42

配当金の支払額 △671 △732

その他 △151 △204

財務活動によるキャッシュ・フロー △299 △1,489

現金及び現金同等物に係る換算差額 17 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,191 2,612

現金及び現金同等物の期首残高 12,676 15,764

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 15,868

※1
 18,376
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)
連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、新たに設立した上海巴栄貿易有限公司及び㈱Ｖ Ｆｌｏｗｅｒを連結の範

囲に含めております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※１  偶発債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

㈱ヒルトップ 1,423百万円㈱ヒルトップ 1,422百万円

農業生産法人ひるがのフラワー
ファーム㈲

57百万円
農業生産法人ひるがのフラワー
ファーム㈲

47百万円

固定負債引当金
（債務保証損失引当金）

△688百万円
固定負債引当金
（債務保証損失引当金）

△620百万円

固定負債その他
（持分法適用に伴う負債）

△409百万円
固定負債その他
（持分法適用に伴う負債）

△433百万円

その他３社 719百万円その他３社 718百万円

計 1,102百万円　 1,134百万円

　

※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計

期間末日満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

受取手形 0百万円 0百万円

流動負債その他（設備支払手形） ―百万円 334百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は

次のとおりであります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年６月30日)

現金及び預金勘定 15,967百万円 18,426百万円

預け入れる期間が３カ月を超える定期預金等 △98百万円 △49百万円

現金及び現金同等物 15,868百万円 18,376百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月10日
取締役会決議

普通株式 713 14平成24年３月31日 平成24年６月12日 利益剰余金

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年２月４日
取締役会決議

普通株式 772 15平成25年３月31日 平成25年６月12日 利益剰余金

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

１  報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
(注)

合計
スーパー
マーケッ
ト(ＳＭ)
事業

ホームセ
ンター(Ｈ
Ｃ)事業

ドラッグ
ストア事
業

スポーツ
クラブ事
業

流通関連
事業

計

営業収益 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への営業収益 74,84511,03215,2042,1891,670104,9421,353106,295

  セグメント間の内部営業
収益又は振替高

552 4 5 0 5,0505,614 88 5,702

計 75,39811,03715,2092,1906,720110,5561,441111,997

セグメント利益 3,081 692 181 69 873 4,897 103 5,001

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ペットショップの営業、衣料品等の販売

業、保険代理店及び温泉施設の営業等であります。

　

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利    益 金    額

報告セグメント計 4,897

「その他」の区分の利益 103

セグメント間取引消去 168

全社費用（注） △980

四半期連結損益計算書の営業利益 4,189

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

EDINET提出書類

株式会社バロー(E03207)

四半期報告書

19/23



　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日）

１  報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
(注)

合計
スーパー
マーケッ
ト(ＳＭ)
事業

ホームセ
ンター(Ｈ
Ｃ)事業

ドラッグ
ストア事
業

スポーツ
クラブ事
業

流通関連
事業

計

営業収益 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への営業収益 76,39111,54317,6342,2011,782109,5531,320110,874

  セグメント間の内部営業
収益又は振替高

682 31 5 0 5,8906,611 121 6,732

計 77,07311,57517,6402,2027,673116,1641,442117,606

セグメント利益 2,308 766 331 57 940 4,404 103 4,507

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ペットショップの営業、衣料品等の販売

業及び保険代理店等であります。

　

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利    益 金    額

報告セグメント計 4,404

「その他」の区分の利益 103

セグメント間取引消去 186

全社費用（注） △1,024

四半期連結損益計算書の営業利益 3,670

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算

定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 45.47円 43.42円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 2,326 2,235

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 2,326 2,235

普通株式の期中平均株式数(千株) 51,161 51,489

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 45.24円 43.37円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(千株) 252 52

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった
ものの概要

－ －

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

平成25年２月４日開催の取締役会において、平成25年３月31日の最終の株主名簿に記載された株主

に対し、次のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　772百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　15円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成25年６月12日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年８月９日

株式会社バロー

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    渡　　辺　　眞　　吾    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    倉　　持　　直　　樹    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社バローの平成25年４月１日から平成26年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平
成25年４月１日から平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年
６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期
連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社バロー及び連結子会社の平成25年６
月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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